
 

国民健康保険法施行令及び国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令の一部を改正する政令案 

に関する意見募集の結果について 

 

令和８年１月 15 日 
厚生労働省 

保険局国民健康保険課 

 

国民健康保険法施行令及び国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令の一部を改正する政令案について、令和７年

８月 26 日（火）から同年９月 24 日（水）まで御意見を募集したところ、５件の御意見をいただきました。 

お寄せいただいた御意見の要旨とそれに対する考え方について、内容により分類し、以下のとおり取りまとめましたの

で、公表いたします。 

皆様の御協力に深く御礼申し上げるとともに、今後とも厚生労働行政の推進に御協力いただきますよう、よろしくお願い

申し上げます。 

 

No. 案に対する御意見の要旨 御意見に対する厚生労働省の考え方 

１ 

（子ども・子育て支援金を創設することに反対の御意見） 

・子ども・子育て支援納付金に係る負担を設けることは、

結婚を希望する人や、子どもを望むカップルに対し、経済

的・時間的理由で子どもを持たない選択を促す効果がある

と考えられ、少子化対策として有効ではない。 

 

・子ども・子育て支援金が少子化対策にどのような効果が

あるのかを明示すべき。 

 

 子ども・子育て支援金制度は、こども未来戦略が掲げ

る加速化プランの実行を安定的に支えるものとして、子

ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年

法律第 47 号）で創設されたものです。同支援金を充て

る事業を通じた支援の強化により、子育て中や、これか

ら結婚・子育てを考えている若い世代への支援につなが

るものとされています。 
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・子育て支援は、国が責任を持って取り組むべき社会課題

であり、その解決を、国民に新たな負担を強いる形で丸投

げするような手段は認められない。 

２ 

（子ども・子育て支援金を医療保険の保険者を通じて徴収

することに反対の御意見） 

・医療保険とは異なる目的のために保険料負担増を求める

のは納得できるものではない。真に国民全体が納得できる

形で、公平な税制の下、子育て支援の財源を確保するため

の財源を確保するための議論を進めるべき。 

 

・医療保険の保険者から子ども・子育て支援納付金を徴収

するのではなく、国債発行により対応すべき。 

 

・「子ども・子育て支援納付金の納付に要する費用」には

給付との相対的な対価関係が全く保証されておらず、国民

健康保険「料」と呼称して徴収することは不適当である。 

医療保険制度は、社会連帯の理念を基盤として支え合

う仕組みであり、こうした考え方の下で、疾病、負傷等

に関する給付を中心としつつも、国民の生活の安定と福

祉の向上を目的とした広範な事業も含んでいるほか、後

期高齢者支援金や出産育児支援金など、世代を超えた支

え合いの仕組みが組み込まれているものです。子ども・

子育て支援金制度についても、こうした社会連帯の理念

を基盤に、子どもや子育て世帯を全世代・全経済主体で

支える仕組みであり、こうした趣旨を踏まえれば、同支

援金は医療保険制度の目的の範囲内であり、同支援金を

医療保険の保険料とあわせて拠出するものとしたもの

です。 

３ 

（子ども・子育て支援金の負担の在り方に関する御意見） 

・子ども・子育て支援納付金の負担について、現役世代に

偏らせず、資産の多い層（多くは高齢者層）により多くの

負担を求める仕組みとすべき。 

子ども・子育て支援金制度は、歳出改革等により保険

料負担の軽減を図り、その範囲内で構築することで、全

体として実質的な負担が生じないこととしているもの

です。また、同支援金制度は、後期高齢者の方々も含め、

全世代・全経済主体で子どもや子育て世帯を支える仕組

みとして構築するものであり、現役世代の拠出額は低く

抑えられるものとしています。 
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４ 

（子ども・子育て支援金の拠出による家計への影響を公表

すべきという御意見） 

・子ども・子育て支援金の賦課設計に関する影響評価（年

齢・家族構成・資産別の家計影響）を附則等で明記するこ

と。 

前述のとおり、子ども・子育て支援金制度は、歳出改

革等により保険料負担の軽減を図り、その範囲内で構築

することで、全体として実質的な負担が生じないことと

しております。 

※上記のほか、３件の今回の意見募集に関係ない御意見をいただきました。 

 


